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Ａ．研究目的 

 

日本の乳幼児健診における顕著な発達障

害の有病率は1.6%と低いが、スクリーニング

ツールの妥当性及び信頼性が検証され、使用

できる尺度が増えるとともに発達障害が社

研究要旨 

 我が国においては、吃音症やトゥレット症、緘黙症などの言語コミュニケーションに困難さ

を持つ障害は、社会的障壁により、学校場面等の社会生活において生活に困難感を抱えている

ことが少なくない。これらの障害の有病率や社会生活における具体的な困難さは明らかになっ

ていない。 

 本分担研究では、1歳半健診、3歳児健診、5歳児健診を通じて、乳幼児期における言語コミュ

ニケーション障害の疫学調査を行い、乳幼児健診における吃音、チック、緘黙の推定有病率、

具体的な困難さを調査すること、場面緘黙症については各年代への実態調査を通じて、症状及

び生活困難感を把握し、統一された対応に向けた支援マニュアル作成への示唆を得ることを調

査目的とした。さらに、発達障害のスクリーニングとして有効な質問項目の抽出、既存の尺度

のWeb版作成を開始した。 

 CLASPによる推定有病率は、吃音で保護者評定では0.4%、保育士評定では0.2%で、チックは保

護者評定が3.7%、保育士評定が7.0%であった。吃音の推定発症率は保護者評定で2.1%、教師評

定で3.0%であった。吃音症とチック症は5歳においてある程度顕在化しており、CLASPのような

チェックシートにおいて見つけられていくことが明らかとなった。TASPからは、吃音症、チッ

ク症ともに社会適応に影響があり、発達面・心理面から適切な支援が必要であることが示唆さ

れた。 

3歳において発達障害を予測するための評価項目は抽出することができたが、吃音症やチック

症の早期介入のためには、教師や保育者の評価を合わせたスクリーニングが必要である。 
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会的に認知されてきたため、一部地域におい

てASDやADHD、IDは早期発見、早期介入が可

能になってきている。一方で、「顕在化しに

くい発達障害」とされる吃音症、トゥレット

症、場面緘黙症においては、それぞれの有病

率が1%程度、0.3%〜0.8%、0.2%と言われている

が、吃音症、トゥレット症、場面緘黙症におけ

る乳幼児期の有病率は明らかになっていない。

吃音症の4歳での発症率は11.2%であり、12か月

後にはその約1割は自然軽快し、幼児期の時点

では生活上の影響は少ない(Reilly, 2013)も

のの、周囲から吃音の指摘を少しずつ受け始め

る（伊藤,1995）。また、トゥレット症は有病率

が0.3～0.8%と低いものの、他の精神障害（強

迫性障害やASD、ADHDなど）との合併が80～90％

と高率であることが報告されている。場面緘黙

症は50%に言語の未熟さ(Kolvin&Fundudis,198

1)に加え、社会的場面やコミュニケーションの

利用の困難さを有している（高木,2016）。「顕

在化しにくい発達障害」とされる吃音症、トゥ

レット症、場面緘黙症は早期から言語のつまず

きがあり、その子どもたちの実態及び生活の困

難さも明らかになっていない。そのため、「顕

在化しにくい発達障害」において実態及び抱え

る生活の困難さを明らかにし、早期発見・早期

支援の体制を整備する必要性がある。 

また、場面緘黙症はICD-11では、不安・恐怖

関連症群に位置づけられているものの、言語コ

ミュニケーションに困難さを持つが故の社会

的障壁により、学校場面等の社会生活において

生活に困難感を抱えていることが少なくない。

そのため、学習や社会生活場面において支援体

制を整備していく必要がある。場面緘黙症は5

0%に言語の未熟さ(Kolvin&Fundudis,1981)に

加え、社会的場面やコミュニケーションの利用

の困難さを有している（高木,2016）。有病率は

小学生で有病率は0.5%、幼児期では1%と言われ

ており、成人期は明らかになっていない。欧米

の研究ではASDが３割程度合併していると言わ

れている。３歳までは、集団生活が始まってい

ないと緘黙症状が顕在化しないため、健診では

発見が難しいとされており、日本における場面

把握の実態については明らかになっていない

ことが多い。以上のことから、場面緘黙症の実

態把握を行い、支援マニュアルを含む支援体制

を整えていく必要がある。 

 本分担研究では、1歳半健診、3歳児健診、5

歳児健診において、言語を中心とした言葉の発

達および吃音や知育などコミュニケーション

に関わる発達の問題を調査し、乳幼児健診にお

ける吃音、チック、緘黙の有病率を推定する。

また、5歳児の保育者にTASP（保育・指導要録

のための発達評価シート）等の発達尺度を用い

て、3障害への気づきについて調査を行った。

また、日本における幼児期、学童期、思春期、

青年・成人期といった各年代の場面緘黙症の実

態を把握し、実態に即した重症度指標及び生活

困難度指標を明確化することを目的とした。ま

た、各年代の生活困難感に即し、統一された対

応に向けた支援マニュアル作成への示唆を得

ることを目指した。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1.乳幼児調査 

 

1)対象者と実施時期 

 弘前市における乳幼児健診（1歳6ヶ月児健診、

3歳児健診、5歳児健診）の対象者に調査協力の

依頼をした。2020年2月から3月において1歳6ヶ

月児健診の対象者160名に質問紙を配布した。

また、2018年4月から2019年3月に3歳児健診の

対象者1090名の解析に加え、2019年4月から20

20年1月に同様の調査を行い、2020年2月から3

月は200名にCBCLを追加し結果を回収した。5歳

児健診は2019年1～3月及び7～9月に2019年度

施行の5歳児健診対象者1265名に質問紙を配布

し、1088名（86.0%）の保護者及び教師または
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保育者より回答を得、2019年5月及び11月に計

123名に二次健診を行った。 

 

2)調査方法 

 各年代に分けて調査を行い、吃音、チック（ト

ゥレットを含む）、緘黙等コミュニケーション

障害の有病率を推定する。また得られた結果か

ら発達障害を予測する項目を抽出し、早期発見

につながるアンケートフォームを開発する。実

施した調査は以下のとおりである。 

 

＜1歳6ヶ月児健診＞ 

（質問紙調査） 

①言葉の評価：日本語マッカーサー乳幼児言語

発達質問紙「語と文法」 

②自閉症特性：日本語版M-CHAT 

③メンタルヘルスと問題行動：ASEBA CBCL 1.

5-5 保護者用 

④吃音症状とチック症状：言葉に対するチェッ

クリスト 

⑤睡眠調査：JSQP、CSHQ 

⑥ICT機器使用状況アンケート 

（面接評価）※2歳以降 

①知能検査：WIPPSI、田中ビネー 

②社会機能検査：Vineland™-II適応行動尺度 

③自閉症評価：ADOS-2 

④小児科医または精神科医によるDISCO班構造

化面接の上、DSM-5診断 

 

＜3歳児健診＞ 

（質問紙評価）※一次スクリーニング 

①自閉症特性：SRS-2対人応答性尺度 

②行動特性：SDQ（子どもの強さと困難さアン

ケート） 

③感覚特性：SP感覚プロファイル短縮版 

（面接評価）※SRS-2が43点以上を対象に二次

健診を施行 

①PARS-TR短縮版 

②知能検査：WIPPSI、田中ビネー 

③社会機能検査：Vineland™-II適応行動尺度 

④運動検査：MABC-2 

⑤自閉症評価：ADOS-2 

⑥小児科医または精神科医によるDISCO半構造

化面接の上、DSM-5診断 

 

＜5歳児健診＞ 

※一次スクリーニング 

（質問紙評価） 

①家族構成・親の職業・収入・発達歴・既往歴 

②主養育者の飲酒喫煙歴・ストレス状態（K6） 

③SDQ『子どもの強さと困難さアンケート』 

④ASSQ『自閉スペクトラム症スクリーニング』 

⑤ADHD-RS-IV『ADHD評価尺度』 

⑥DCDQ『発達性協調運動障害質問票』 

⑦PSI-C『育児ストレスインデックス-子どもの

側面』 

⑧JSQP『子供の睡眠習慣質問票日本語版』 

⑨CLASP『子どもの様子に関する観察シート』 

⑩BDHQ3y『簡易型自記式食事歴法質問票3～5歳

児用』 

（教師または保育者記入） 

①SDQ『子どもの強さと困難さアンケート』 

②CLASP『子どもの様子に関する観察シート』 

③TASP『保育・指導要録のための発達評価シー

ト』 

※二次健診 

（面接調査） 

①知能検査：WISC-Ⅳまたは田中ビネー 

②運動検査：MABC-2及びS-JMAP 

③視線の測定：Gazefinder 

④自閉傾向：PARS-TR短縮版 

⑤発達障害構造化面接：DISCOアルゴリズム版 

⑥既往症、家族歴：保健師による問診 

⑦臨床診断：複数の小児科医及び精神科医が本

人及び保護者に面談を行い、DSM-5を用いて診

断 

（質問紙調査） 

①SRS-2『対人応答尺度』 
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②SP『感覚プロファイル』 

③Conners3（ADHDの診断および症状評価ツール） 

④CBCL『子どもの行動チェックリスト』 

⑤養育尺度 

⑥BRIEF（実行機能の評価尺度） 

 

3)統計解析 

3歳児健診、5歳児健診の二次健診での診断数

と、調査数からハイリスクでありかつ診断不明

な児を引いた数を母数として、有病率の推定を

行った。また、3歳児健診、5歳児健診のスクリ

ーニングに用いられた尺度の項目を独立変数

とし、発達障害診断の有無を従属変数として重

回帰分析を行った。 

発達障害と社会適応の関連を調べるために、

発達障害特性とTASP得点におけるROC分析を行

った。さらに、性別と吃音症、チック症の社会

適応の違いについて検討をするために、性別と

社会適応について、吃音症とチック症のそれぞ

れで分散分析を行った。社会適応上の問題とチ

ックと吃音の症状の関連を検討するために、T

ASPの下位尺度、指標と吃音症状の得点、チッ

ク症状の素点の相関分析を行った。 

 

4)倫理的配慮 

研究計画は弘前大学大学院医学研究科倫理

委員会に提出し、その承認後に研究を行った。

（承認番号2020-008） 

 

2.緘黙症調査 

 

1)対象者と実施時期 

幼児から中学生は、協力者の中から本研究へ

の協力が得られそうな方に、調査票（ASEBA、

SMQ-R等）を郵送する。本人から回答が得られ

にくいケースが多いことが想定されるため、中

学生についても保護者からの回答とする。幼児

の保護者46名、小中学生の保護者154名に調査

票を発送予定である。 

ただし新型コロナウィルス（COVID-19）の影

響により2020年3月より全国の公立学校等が一

斉休校になっていることを受け、調査票の発送

を見合わせている。場面緘黙の症状は学校等の

社会的状況において顕著に現れることから、全

国の公立学校等が再開された後に発送を行う

予定である。 

高校生から成人は2019年度に高木研究室に

相談等のあった方、及び研究者のネットワーク

を通じて協力の意志が確認できた方で、「家や

安心できる状況では会話をすることができる」

「学校や職場等の社会的な状況では（ほとんど

／まったく）話すことができない」「このよう

な状態が1 ヶ月以上続いている」に該当する方

を対象とする。高校生から成人の場面緘黙当事

者61名に調査票を発送予定である。ただし発送

については同様に、学校や職場等における社会

生活が再開された後に行う。 

2)調査方法 

（緘黙症状の評価） 

①SMQ-R（日本版場面緘黙質問票）成人はSMQ-

R大人用改変版を使用。 

②緘黙症状以外の評価：「学校での行動表出チ

ェックリスト」 (かんもくネット, 2013) を

参考に作成した評価シートを使用。成人につい

ても項目を大人用に改変したものを使用。 

（ASEBA） 

幼児：CBCL1.5-5 

小中学生：CBCL6- 

高校生：YSR 

成人：ASR 

幼児～中学生は保護者が評価、高校生及び成人

は本人評価とする。 

 

3)統計解析 

緘黙症状の重症度と困り感について解析を

行う。また、診断に有効な項目を症状で5項目

程度抽出し、日常生活の困難さ5項目程度も含

めて、20項目程度の簡便なチェックリストを作
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成し、抽出した項目の妥当性等について検証を

行う。 

 

4) 研究計画は弘前大学大学院医学研究科倫理

委員会に提出し、その承認後に研究を行った。

（承認番号2020-008） 

 

Ｃ．研究結果 

 

1.乳幼児調査 

1）1歳6カ月健診 

 160名に配布した調査用紙を2020年4月より

順次回収を予定している。 

 

2)3歳児健診 

①言語発達及び行動の調査 

3歳児健診にて言語調査を追加した220名分

は、アンケートを回収後、データの解析を行う。 

②社会性及びコミュニケーションの早期発見

ツールの開発 

一次スクリーニングを行った1090名のうち、

SRS-2が43点以上であったハイリスク児は129

名であった。このうち、大学病院を受診したの

は63名であった。54名が何らかの発達障害の診

断基準を満たした（自閉スペクトラム症 37名、

注意欠如多動症 19名、発達性協調運動症 17

名、知的発達症 10名、境界知能 9名 ※併存

障害含む）。SRS-2の65項目、SDQの20項目に対

し、重回帰分析を行ったところ、SRS-2の12項

目（社会的気づき1項目、社会的認知1項目、社

会的コミュニケーション5項目、社会的動機付

け2項目、こだわり行動3項目）、SDQの2項目（多

動1項目、仲間関係1項目）が診断を有意に予測

する項目として抽出された。 

 

3)5歳児健診 

①医師の診断による推定有病率 

 5歳児健診における吃音症、チック症、緘黙

症の有病率は現在解析中である。分担研究者の

稲垣氏の調査にて、5歳児における吃音症の推

定有病率は保護者評定で0.4%（Cl：0.1-1.0）、

教師評定で0.2%（Cl：0.0-0.7）、推定発症率は

保護者評定で2.1%（Cl：1.3-3.2）、教師評定で

3.0%（Cl：2.0-4.2）であった。チック症の推

定有病率は、保護者評定で3.7%（Cl:2.6-5.0）、

教師評定で7.0％（Cl：5.5-8.7%）であった。

吃音症では、保護者評定の方が基準値をこえる

児の割合が多く、チック症では教師評定の方が

基準値をこえる児が多かった。また、吃音症で

は基準値を超えた15名のうち、10人は併存がな

く、併存があった5名（33%）のうち4名が知的

発達症または境界知能の併存であった。チック

症については、基準値を超えた70人のうち、6

6名に併存症がなく、併存症があった4名（6％）

全てに知的発達症または境界知能の併存があ

った。 

②TASP及びCLASPを用いた吃音症状とチック症

状と社会適応の比較 

 吃音症状とTASPの尺度との関連は、順応性（F

(3,466)=2.71, p<.05、判定なし＞教師のみ判

定）、コミュニケーション（F(3,469)=15.48, 

p<.001、判定なし及び保護者のみ判定＞教師の

み判定＞保護者・教師両判定）、微細運動（F(3,

468)=2.98, p<.05、判定なし＞教師のみ判定）、

粗大運動（F(3,467)=5.18, p<.01、判定なし＞

保護者・教師両判定）であった。特にコミュニ

ケーションで教師のみ判定及び保護者・教師両

判定の吃音群の適応度が低く、言葉の問題が把

握されていた。また、粗大運動や順応性・微細

運動で主に教師のみ判定の吃音群の適応が低

かった。加えて、内在化指標（F(3,464)=4.94,

 p<.01、判定なし＞教師のみ判定＞保護者・教

師両判定）、学業指標（F(3,466)=5.76, p<.00

1、判定なし＞教師のみ判定＞保護者・教師両

判定）、総合指標（F(3,462)=2.95, p<.05、判

定なし＞教師のみ判定）であり、内在化・学業

指標で判定なしよりも教師のみ判定及び・保護

者・教師両判定群において適応度が有意に低か
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った。 

チック症状は、落ち着き（F(2,500)=28.36,

 p<.001、判定なし・保護者のみ判定＞教師の

み判定）、注意力（F(2,498)=25.33, p<.001、

判定なし・保護者のみ判定＞教師のみ判定）、

社会性（F(2,500)=34.59, p<.001、判定なし・

保護者のみ判定＞教師のみ判定）、順応性（F(2,

496)=18.44, p<.001、判定なし・保護者のみ判

定＞教師のみ判定）、コミュニケーション（F(2,

500)=4.25, p<.05、判定なし＞教師のみ判定）、

微細運動（F(2,499)=3.76, p<.05、判定なし＞

教師のみ判定）であった。落ち着き・注意力・

社会性・順応性で教師のみ判定のチック群の適

応度が判定なし及び保護者のみ判定群より有

意に低く、行動・感情・対人関係などの問題は

教師の方がより認識していた。加えて、外在化

指標（F(3,500)=21.61, p<.001、判定なし・保

護者のみ判定＞教師のみ判定）、内在化指標（F

(3,496)=14.32, p<.001、判定なし・保護者の

み判定＞教師のみ判定）、学業指標（F(3,499)

=14.21, p<.001、判定なし＞教師のみ判定）、

総合指標（F(3,494)=21.13, p<.001、判定な

し・保護者のみ判定＞教師のみ判定）であり、

外在化・内在化・学業指標などで判定なし群や

保護者のみ判定群より教師のみ判定群の適応

度が有意に低いことが示された。 

TASP（教師）とCLASP（保護者・教師）の相

関係数は、保護者評定とは有意な相関はあって

も「弱い負の相関(-.388 - -.203)」までしか

みられないが、教師評定とはDCDが「強い負の

相関(-.732 - -.499)」、LDが「中程度の負の相

関(-.689 - -.331)」、続いてチック・吃音の順

で「弱い負の相関(-.435 - -.206)」が示され

た。 

③CLASPのWeb版作成 

 弘前市5歳児健診一次スクリーニングWebシ

ステムにCLASPを組み込み、2020年1月より保護

者のWeb評価を開始した。 

 

2.緘黙症調査 

幼児の保護者46名、小中学生の保護者154名、

高校生から成人61名については、今後調査票を

発送する。 

 

Ｄ．考察 

 

推定有病率は、吃音で保護者評定では0.4%、

保育士評定では0.2%で、チックは保護者評定が

3.7%、保育士評定が7.0%であり、過去の報告か

らみると妥当な結果となった。吃音の推定発症

率は保護者評定で2.1%、教師評定で3.0%であり、

これらも妥当な結果といえる。CLASPによる調

査では吃音症の33%、チック症の6％に併存障害

が存在し、併存症としては知的発達症が最も多

かった。幼児の段階では他の発達障害あるいは

精神障害の合併は比較的少なく、併存障害は年

齢が上がるにつれて、二次障害として発症する

可能性が示された。 

TASPは概ね2割の子どもが境界水準以上（11

3名、22.2%）に該当し、ASD、ADHD、DCD、MR、

LD傾向等の発達障害特性の把握に関して、総合

的な一次スクリーニングツールとしても有用

（ROC = .864 - .933）である。教師評定では

吃音症もチック症も社会適応度が症状のない

子に比べ低いことが示唆されており、保護者に

比べ教師で鋭敏に抽出しやすい可能性がある。

吃音症と社会適応との関連においては、コミュ

ニケーションにおいて社会適応に困難を生じ

やすく、吃音症のある児にとって心理的苦痛を

感じている可能性が考えられる。また、チック

症と社会適応に関しては、運動面以外の場面で

の社会不適応と弱いもしくは中程度の関連が

認められ、チック症状の程度が社会生活上の不

適応に影響を及ぼす、もしくは社会不適応上の

問題がチック症状に影響を及ぼしている可能

性が考えられる。吃音・チックは発達障害特性

でも特異な症状で、TASP以外の独自の把握が必

要であると考える。 
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3歳においてSRS-2及びSDQからコミュニケー

ションを含めた発達特性についてスクリーニ

ングとして有用な14項目を抽出した。今後は別

サンプルで検証を行い、妥当性を検証していく。

また、1歳半、3歳におけるコミュニケーション

障害、緘黙症についても同様に解析を進めてい

く。 

 

Ｅ．結論 

 

吃音症とチック症は5歳においてある程度顕

在化しており、CLASPのようなチェックシート

において見つけられていくことが明らかとな

った。また、吃音症、チック症ともに社会適応

に影響があり、発達面・心理面から適切な支援

が必要であることが示唆された。3歳において

発達障害を予測するための評価項目は抽出す

ることができたが、吃音症やチック症の早期介

入のためには、教師や保育者の評価を合わせた

スクリーニングが必要である。次年度は調査の

継続及び妥当性の検証とともに他のテストバ

ッテリーとのさらなる解析を進めていく。 
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